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業務規程の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（用語の意義） 

第４条 この規程において使用する用語の意義

については、次の各号に定めるところによるほ

か、各条項中に定めるところによるものとす

る。 

（用語の意義） 

第４条 この規程において使用する用語の意義

については、次の各号に定めるところによるほ

か、各条項中に定めるところによるものとす

る。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 売付けとは、次のａからｃまでに掲

げる市場デリバティブ取引の区分に従い、

当該ａからｃまでに定めるところによる。 

（５） 売付けとは、次のａからｃまでに掲

げる市場デリバティブ取引の区分に従い、

当該ａからｃまでに定めるところによる。 

ａ～ｂ （略） ａ～ｂ （略） 

ｂの２ 商品先物取引 ｂの２ 商品先物取引 

（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ｂ） 現金決済先物取引 （ｂ） 現金決済先物取引 

現実数値（将来の一定の時期におけ

る現実の現物先物取引の標準品の価格

の数値、第３６条の１６第１項第２号

に規定する受渡決済値段の数値又は第

３６条の１７に規定する現物先物取引

の標準品に係る理論現物価格の数値を

いう。以下この（ｂ）及び次号ｂの２

（ｂ）において同じ。）が約定数値

（現実数値を、将来の一定の時期にお

ける現実の現物先物取引の標準品の価

格の数値又は第３６条の１７に規定す

る現物先物取引の標準品に係る理論現

物価格の数値とする場合にあっては、

当事者があらかじめ現物先物取引の標

準品の価格として約定する数値をい

い、第３６条の１６第１項第２号に規

定する受渡決済値段の数値とする場合

にあっては、当事者があらかじめ当該

受渡決済値段として約定する数値をい

う。次号ｂの２（ｂ）において同

じ。）を下回った場合に金銭を受領す

る立場の当事者となる取引をいう。 

現実数値（将来の一定の時期におけ

る現実の現物先物取引の標準品の価格

の数値又は第３６条の１７に規定する

現物先物取引の標準品に係る理論現物

価格の数値をいう。次号ｂの２（ｂ）

において同じ。）が約定数値（当事者

があらかじめ現物先物取引の標準品の

価格として約定する数値をいう。次号

ｂの２（ｂ）において同じ。）を下回

った場合に金銭を受領する立場の当事

者となる取引をいう。 

ｃ （略） ｃ （略） 

（６） （略） （６） （略） 

（７） 値段とは、次のａからｃまでに掲げ

る市場デリバティブ取引の区分に従い、当

該ａからｃまでに定めるところによる。 

（７） 値段とは、次のａからｃまでに掲げ

る市場デリバティブ取引の区分に従い、当

該ａからｃまでに定めるところによる。 

ａ～ｂ （略） ａ～ｂ （略） 

ｂの２ 商品先物取引 ｂの２ 商品先物取引 

（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ｂ） 限月現金決済先物取引 

イ 限月現金決済先物取引（次のロに掲

げる取引を除く。） 

現物先物取引の標準品の価格の数

値をいう。 

（ｂ） 限月現金決済先物取引 

現物先物取引の標準品の価格の数値

をいう。 
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ロ 上海天然ゴムに係る限月現金決済

先物取引 

上海先物取引所（Ｓｈａｎｇｈａｉ 

Ｆｕｔｕｒｅｓ Ｅｘｃｈａｎｇｅ

をいう。以下同じ。）に上場されてい

るＮａｔｕｒａｌ Ｒｕｂｂｅｒ（Ｔ

ＳＲのうち中国国家標準規格に基づ

くＳＣＲ ＷＦの品質規格に該当す

るもの及び国際規格によるＲＳＳ３

号に該当するものをいう。）（以下「上

海天然ゴム」という。）を取引対象と

する先物取引（以下「ＲＵ」という。）

の価格について１元を１ポイントと

した数値をいう。 

（ｃ） （略） （ｃ） （略） 

ｃ （略） ｃ （略） 

（８）～（１４） （略） （８）～（１４） （略） 

  

（現金決済先物取引における取引の対象） 

第７条の４ 現金決済先物取引の対象は、次の各

号のとおりとする。 

（現金決済先物取引における取引の対象） 

第７条の４ 現金決済先物取引の対象は、次の各

号のとおりとする。 

（１） 貴金属市場 

ａ 金の限月現金決済先物取引について

は、金の現物先物取引の価格 

ｂ 金の限日現金決済先物取引について

は、純度９９.９９パーセント以上の金地

金 

ｃ 白金の限月現金決済先物取引について

は、白金の現物先物取引の価格 

ｄ 白金の限日現金決済先物取引について

は、純度９９.９５パーセント以上の白金

地金 

（１） 金の限月現金決済先物取引について

は、金の現物先物取引の価格 

（２） ゴム市場 

上海天然ゴムの限月現金決済先物取引に

ついては、ＲＵの価格 

（２） 金の限日現金決済先物取引について

は、純度９９.９９パーセント以上の金地金 

（削る） （３） 白金の限月現金決済先物取引につい

ては、白金の現物先物取引の価格 

（削る） （４） 白金の限日現金決済先物取引につい

ては、純度９９.９５パーセント以上の白金

地金 

  

（限月取引及びその数） 

第７条の５ （略） 

（限月取引及びその数） 

第７条の５ （略） 

２ 前項の限月取引とは、次の各号に掲げる取引

をいう。 

２ 前項の限月取引とは、次の各号に掲げる取引

をいう。 

（１） （略）  （１） （略）  

（２） ゴム市場 （２） ゴム市場 

ａ・ｂ （略） ａ・ｂ （略） 

ｃ 上海天然ゴムについては、１月、５月

及び９月の１５日（上海先物取引所にお

いてＲＵの受渡決済値段（受渡決済にお

いて授受する受渡決済代金を算出するた

（新設） 
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めの基準とする値段をいう。以下同じ。）

が算出されない日に当たるときは、順次

繰り下げることとし、１５日又は繰り下

げた日が本所の休業日に当たるときは、

順次繰り上げる。）の日に終了する取引日

を当該限月取引の取引最終日とする取引 

（３） （略）  （３） （略）  

３ 限月取引の数及びその期間は、次の各号に掲

げる市場の区分に従い、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

３ 限月取引の数及びその期間は、次の各号に掲

げる市場の区分に従い、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１） （略）  （１） （略）  

（２） ゴム市場 （２） ゴム市場 

ａ ＲＳＳ及びＴＳＲについては、それぞ

れ１２限月取引制とし、各限月取引の期

間は１２か月とする。 

ＲＳＳ及びＴＳＲについて、それぞれ１

２限月取引制とし、各限月取引の期間は１

２か月とする。 

ｂ 上海天然ゴムについては、３限月取引

制とし、各限月取引の期間は１２か月と

する。  

 

（３） （略）  （３） （略）  

４ 新たな限月取引の取引開始は次の各号に定

めるところによる。 

４ 新たな限月取引の取引開始は次の各号に定

めるところによる。 

（１） （略）  （１） （略）  

（２） 限月現金決済先物取引 

ａ 限月現金決済先物取引（次のｂに掲げ

る限月現金決済先物取引を除く。）につ

いては、直近の限月取引の取引最終日の

終了する日の翌々日（休業日に当たると

きは、順次繰り下げる。）の本所が定め

る時刻から開始する。 

（２） 限月現金決済先物取引については、

直近の限月取引の取引最終日の終了する日

の翌々日（休業日に当たるときは、順次繰

り下げる。）の本所が定める時刻から開始

する。 

ｂ 上海天然ゴムに係る限月現金決済先物

取引については、直近の限月取引の取引

最終日の終了する日の翌日（休業日に当

たるときは、順次繰り下げる。）の本所

が定める時刻から開始する。 

 

５ （略） ５ （略） 

     

（呼値） 

第２６条 （略） 

（呼値） 

第２６条 （略） 

２～８ （略） ２～８ （略） 

９ 呼値の単位は、次の各号に掲げる市場デリバ

ティブ取引の区分に従い、当該各号に定めると

ころによる。 

９ 呼値の単位は、次の各号に掲げる市場デリバ

ティブ取引の区分に従い、当該各号に定めると

ころによる。 

（１）～（２） （略） （１）～（２） （略） 

（２）の２ 商品先物取引 （２）の２ 商品先物取引 

ａ～ｆ （略） ａ～ｆ （略） 

ｇ 上海天然ゴム 

５ポイントとする。 

（新設） 

ｈ （略） ｇ （略） 

ｉ （略） ｈ （略） 

ｊ （略） ｉ （略） 

（３）～（６） （略） （３）～（６） （略） 

１０～１３ （略） １０～１３ （略） 
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（取引単位） 

第２９条 取引単位は、次の各号に掲げる市場デ

リバティブ取引の区分に従い、当該各号に定め

るところによる。 

（取引単位） 

第２９条 取引単位は、次の各号に掲げる市場デ

リバティブ取引の区分に従い、当該各号に定め

るところによる。 

（１）～（２） （略） （１）～（２） （略）  

（２）の２ 商品先物取引 

次のａからｊまでに掲げる商品の区分に

従い、当該ａからｊまで（ｇを除く。）に掲げ

る商品については、当該ａからｊまでに定め

る数量を１単位として行い、ｇに掲げる商品

については、当該ｇに定める額に取引対象の

数値を乗じて得た額を１単位として行う。 

（２）の２ 商品先物取引 

次のａからｉまでに掲げる商品の区分に

従い、当該ａからｉまでに定める数量を１単

位として行う。 

ａ～ｆ （略） ａ～ｆ （略） 

ｇ 上海天然ゴム 

１００円 

（新設） 

 

ｈ （略） ｇ （略） 

ｉ （略） ｈ （略） 

ｊ （略） ｉ （略） 

（３）～（６） （略） （３）～（６） （略） 

  

（取引の一時中断） 

第３３条 本所は、レギュラー・セッションにお

ける先物取引（国債証券先物取引のうち現金決

済先物取引、指数先物取引のうちＭｉｎｉ取

引、Ｍｉｃｒｏ取引、台湾加権指数を対象とす

る指数先物取引及び商品先物取引のうち上海

天然ゴムに係る限月現金決済先物取引以外の

現金決済先物取引を除く。）の中心限月取引（対

象銘柄（取引対象とする国債証券の標準物又は

現物先物取引の標準品をいう。以下同じ。）、取

引対象金融指標、取引対象指数又は取引対象価

格（第７条の４第２号に掲げる価格をいう。以

下同じ。）が当該中心限月取引と同一の先物取

引の限月取引のうち流動性が最も集中してい

るものとして本所が指定する限月取引をいう。

以下同じ。）において、売呼値又は買呼値が次

の各号に定める値段で行われた場合その他本

所が必要と認める場合、その直後の本所がその

都度定める時から本所が適当と認める時間を

経過するまでの間、対象銘柄、取引対象金融指

標、取引対象指数又は取引対象価格が当該中心

限月取引と同一の先物取引について一時中断

を行う。ただし、本所が定める場合その他取引

の状況等を勘案して取引の一時中断を行うこ

とが適当でないと本所が認める場合には、取引

の一時中断を行わない。 

（取引の一時中断） 

第３３条 本所は、レギュラー・セッションにお

ける先物取引（国債証券先物取引のうち現金決

済先物取引、指数先物取引のうちＭｉｎｉ取

引、Ｍｉｃｒｏ取引、台湾加権指数を対象とす

る指数先物取引及び商品先物取引のうち現金

決済先物取引を除く。）の中心限月取引（対象

銘柄（取引対象とする国債証券の標準物又は現

物先物取引の標準品をいう。以下同じ。）、取引

対象金融指標又は取引対象指数が当該中心限

月取引と同一の先物取引の限月取引のうち流

動性が最も集中しているものとして本所が指

定する限月取引をいう。以下同じ。）において、

売呼値又は買呼値が次の各号に定める値段で

行われた場合その他本所が必要と認める場合、

その直後の本所がその都度定める時から本所

が適当と認める時間を経過するまでの間、対象

銘柄、取引対象金融指標又は取引対象指数が当

該中心限月取引と同一の先物取引について一

時中断を行う。ただし、本所が定める場合その

他取引の状況等を勘案して取引の一時中断を

行うことが適当でないと本所が認める場合に

は、取引の一時中断を行わない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

２～７ （略） ２～７ （略） 

  

（受渡決済値段） 

第３４条の６ 受渡決済値段は、当該限月取引の

（受渡決済値段） 

第３４条の６ 受渡決済において授受する受渡
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取引最終日の清算値段(株式会社日本証券クリ

アリング機構(以下「クリアリング機構」とい

う。)が国債証券先物取引の清算値段として定

める値段をいう。)とする。 

決済代金を算出するための基準とする値段(以

下「受渡決済値段」という。)は、当該限月取引

の取引最終日の清算値段(株式会社日本証券ク

リアリング機構(以下「クリアリング機構」と

いう。)が国債証券先物取引の清算値段として

定める値段をいう。)とする。 

  

（最終清算数値） 

第３６条の１６ 最終清算数値は、限月現金決済

先物取引の当該限月取引の取引最終日の終了

する日の翌日に、次の各号に掲げる区分に従い

定めるものとする。 

（最終清算数値） 

第３６条の１６ 最終清算数値は限月現金決済

先物取引の当該限月取引の取引最終日の終了

する日の翌日に定めるものとし、当該限月取引

と取引最終日の属する月を同一とする当該限

月現金決済先物取引の取引対象とする現物先

物取引の価格に係る限月取引に係る立会開始

時の約定値段（当該現物先物取引の限月取引に

おいて取引最終日の終了する日の翌日の立会

開始時に約定値段がない場合は本所が定める

値段）とする。ただし、当該現物先物取引の限

月取引の立会が停止された場合において必要

と認めるときは、最終清算数値は、本所がその

都度定める日に、本所がその都度定める。 

（１） 限月現金決済先物取引（次号に掲げ

る取引を除く。） 

当該限月取引と取引最終日の属する月を

同一とする当該限月現金決済先物取引の取

引対象とする現物先物取引の価格に係る限

月取引に係る立会開始時の約定値段（当該現

物先物取引の限月取引において取引最終日

の終了する日の翌日の立会開始時に約定値

段がない場合は本所が定める値段）。ただし、

当該現物先物取引の限月取引の立会が停止

された場合において必要と認めるときは、最

終清算数値は、本所がその都度定める日に、

本所がその都度定める。 

（新設） 

 

（２） 上海天然ゴムに係る限月現金決済先

物取引 

当該限月取引と取引最終日の属する月を

同一とするＲＵの受渡決済値段。ただし、当

該ＲＵの限月取引の立会が停止された場合

等において必要と認めるときは、最終清算数

値は、本所がその都度定める日に、本所がそ

の都度定める。 

（新設） 

 

２ 本所は、前項の規定にかかわらず、最終決済

期日前に最終清算数値に誤りがあると認めら

れた場合には、再算出された数値を最終清算数

値とすることができる。 

（新設） 

 

 

３ 取引参加者は、ＲＵの受渡決済値段の算出若

しくは配信の不能、遅滞若しくは誤り又は第１

項各号に掲げる限月現金決済先物取引の清算

数値若しくは最終清算数値の変更により損害

を被った場合においても、本所及び上海先物取

引所に対してその損害の賠償を請求すること

（新設） 
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ができない。 

  

（限日現金決済先物取引における希望受渡し） 

第３６条の１９ （略） 

（限日現金決済先物取引における希望受渡し） 

第３６条の１９ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の規定に基づき受渡決済により売買

約定を結了させようとする取引参加者は、受渡

当事者間で合意した次の各号に定める受渡条

件により受渡決済を行うものとする。 

３ 第１項の規定に基づき受渡決済により売買

約定を結了させようとする取引参加者は、受渡

当事者間で合意した次の各号に定める受渡条

件により受渡決済を行うものとする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 限日現金決済先物取引における希望

受渡しの受渡決済代金は、受渡決済値段に

取引参加者が合意した格差を加算して、こ

れに受渡数量を乗じて得た金額とする。 

（３） 限日現金決済先物取引における希望

受渡しの受渡決済代金は、受渡値段に取引

参加者が合意した格差を加算して、これに

受渡数量を乗じて得た金額とする。 

（４）～（６） （略） （４）～（６） （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和７年５月２６日から施

行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、この改正規定は、

売買システムの稼働に支障が生じた場合その

他やむを得ない事由により、令和７年５月２６

日から施行することが適当でないと本所が認

める場合には、同日後の本所が定める日から施

行する。 
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清算・決済規程の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（限月現金決済先物取引及び商品指数先物取

引の最終決済に伴う金銭の授受） 

第９条の４６ 限月現金決済先物取引（業務規

程第３条に規定する限月現金決済先物取引を

いう。以下同じ。）における最終決済（業務規

程第３６条の１５に規定する最終決済をい

う。）において、最終清算数値（業務規程第３

６条の１６に規定する最終清算数値をいう。）

と清算値段とを比較して差を生じたときは、

商品先物等非清算参加者はその差に相当する

金銭を最終決済期日（業務規程第３６条の１

５に規定する最終決済期日をいう。）におい

て、指定貴金属先物等清算参加者又は指定ゴ

ム先物等清算参加者との間で授受するものと

する。この場合において、金銭を支払う商品

先物等非清算参加者は、クリアリング機構が

定める決済時限までの指定貴金属先物等清算

参加者又は指定ゴム先物等清算参加者が指定

する日時までに、当該指定貴金属先物等清算

参加者又は当該指定ゴム先物等清算参加者に

金銭を交付しなければならない。 

（限月現金決済先物取引及び商品指数先物取

引の最終決済に伴う金銭の授受） 

第９条の４６ 限月現金決済先物取引（業務規

程第３条に規定する限月現金決済先物取引を

いう。以下同じ。）における最終決済（業務規

程第３６条の１５に規定する最終決済をい

う。）において、最終清算数値（業務規程第３

６条の１６に規定する最終清算数値をいう。）

と清算値段とを比較して差を生じたときは、

商品先物等非清算参加者はその差に相当する

金銭を最終決済期日（業務規程第３６条の１

５に規定する最終決済期日をいう。）におい

て、指定貴金属先物等清算参加者との間で授

受するものとする。この場合において、金銭

を支払う商品先物等非清算参加者は、クリア

リング機構が定める決済時限までの指定貴金

属先物等清算参加者が指定する日時までに、

当該指定貴金属先物等清算参加者に金銭を交

付しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和７年５月２６日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、この改正規定

は、売買システムの稼働に支障が生じた場合

その他やむを得ない事由により、令和７年５

月２６日から施行することが適当でないと本

所が認める場合には、同日後の本所が定める

日から施行する。 

 

 

 

  



 

- 8 - 

 

Ｊ－ＮＥＴ市場に関する業務規程及び受託契約準則の特例の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（Ｊ－ＮＥＴ取引の取引時間） 

第４条 Ｊ－ＮＥＴ取引の取引時間は、次の各

号に掲げる市場デリバティブ取引の区分ごと

に、当該各号に定める時間とする。 

（Ｊ－ＮＥＴ取引の取引時間） 

第４条 Ｊ－ＮＥＴ取引の取引時間は、次の各

号に掲げる市場デリバティブ取引の区分ごと

に、当該各号に定める時間とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 商品先物取引（ゴム市場に係る商品

先物取引を除く。）及び商品先物オプショ

ン取引 

 

午前８時２０分から午後４時３０分まで

及び午後４時４５分から翌日の午前６時ま

で 

（５） 商品先物取引（ＲＳＳ及びＴＳＲに

係る商品先物取引（以下「ゴム市場に係る

商品先物取引」という。）を除く。）及び

商品先物オプション取引 

午前８時２０分から午後４時３０分まで

及び午後４時４５分から翌日の午前６時ま

で 

（６）～（１０） （略）  （６）～（１０） （略）  

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和７年５月２６日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、この改正規定

は、売買システムの稼働に支障が生じた場合

その他やむを得ない事由により、令和７年５

月２６日から施行することが適当でないと本

所が認める場合には、同日後の本所が定める

日から施行する。 
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先物・オプション取引に係る証拠金及び未決済約定の引継ぎ等に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（受入証拠金の総額等の計算方法） 

第３３条 （略） 

（受入証拠金の総額等の計算方法） 

第３３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 計算上の損益額は、顧客の委託に基づく国債

証券先物取引の相場の変動に基づく利益に相当

する額（当該顧客の委託に基づく未決済約定（取

引最終日における取引が終了した限月取引に係

る未決済約定を除く。以下同じ。）について、当

該未決済約定に係る約定値段(現金決済先物取

引にあっては、約定数値。以下同じ。)と計算す

る日の清算値段（現金決済先物取引にあっては、

清算数値。以下同じ。）との差益に１億円の１０

０分の１（超長期国債標準物に係る現物先物取

引及び現金決済先物取引にあっては１０万円）

を乗じて得た額をいう。）、顧客の委託に基づく

金利先物取引の相場の変動に基づく利益に相当

する額（当該顧客の委託に基づく未決済約定に

ついて、当該未決済約定に係る約定数値と計算

する日の清算数値との差益に２５万円を乗じて

得た額をいう。）、顧客の委託に基づく指数先物

取引の相場の変動に基づく利益に相当する額

（当該顧客の委託に基づく未決済約定につい

て、当該未決済約定に係る約定数値と計算する

日に終了する取引日の清算数値との差益に業務

規程第２９条第２号に規定する取引単位を取引

対象指数の数値で除して得た額を乗じて得た額

をいう。）及び顧客の委託に基づく商品先物取引

の相場の変動に基づく利益に相当する額（当該

顧客の未決済約定について、当該未決済約定に

係る約定数値と計算する日に終了する取引日の

清算数値との差益に金の現物先物取引に係るも

のにあっては１，０００円、白金の現物先物取

引及びパラジウムの取引に係るものにあっては

５００円、銀の取引に係るものにあっては１万

円、金の限月現金決済先物取引、金の限日現金

決済先物取引、白金の限月現金決済先物取引、

白金の限日現金決済先物取引及び上海天然ゴム

（業務規程第４条第７号ｂの２（ｂ）ロに規定

する上海天然ゴムをいう。以下同じ。）の限月現

金決済先物取引に係るものにあっては１００

円、ＲＳＳ３号及びＴＳＲ２０番の取引に係る

ものにあっては５，０００円、一般大豆の取引

に係るものにあっては２５円、小豆の取引に係

るものにあっては８０円、とうもろこしの取引

に係るものにあっては５０円を乗じて得た額を

いう。）の合計額から、顧客の委託に基づく国債

証券先物取引の相場の変動に基づく損失に相当

する額（当該顧客の委託に基づく未決済約定に

３ 計算上の損益額は、顧客の委託に基づく国債

証券先物取引の相場の変動に基づく利益に相当

する額（当該顧客の委託に基づく未決済約定（取

引最終日における取引が終了した限月取引に係

る未決済約定を除く。以下同じ。）について、当

該未決済約定に係る約定値段(現金決済先物取

引にあっては、約定数値。以下同じ。)と計算す

る日の清算値段（現金決済先物取引にあっては、

清算数値。以下同じ。）との差益に１億円の１０

０分の１（超長期国債標準物に係る現物先物取

引及び現金決済先物取引にあっては１０万円）

を乗じて得た額をいう。）、顧客の委託に基づく

金利先物取引の相場の変動に基づく利益に相当

する額（当該顧客の委託に基づく未決済約定に

ついて、当該未決済約定に係る約定数値と計算

する日の清算数値との差益に２５万円を乗じて

得た額をいう。）、顧客の委託に基づく指数先物

取引の相場の変動に基づく利益に相当する額

（当該顧客の委託に基づく未決済約定につい

て、当該未決済約定に係る約定数値と計算する

日に終了する取引日の清算数値との差益に業務

規程第２９条第２号に規定する取引単位を取引

対象指数の数値で除して得た額を乗じて得た額

をいう。）及び顧客の委託に基づく商品先物取引

の相場の変動に基づく利益に相当する額（当該

顧客の未決済約定について、当該未決済約定に

係る約定数値と計算する日に終了する取引日の

清算数値との差益に金の現物先物取引に係るも

のにあっては１，０００円、白金の現物先物取

引及びパラジウムの取引に係るものにあっては

５００円、銀の取引に係るものにあっては１万

円、金の限月現金決済先物取引、金の限日現金

決済先物取引、白金の限月現金決済先物取引、

白金の限日現金決済先物取引に係るものにあっ

ては１００円、ＲＳＳ３号及びＴＳＲ２０番の

取引に係るものにあっては５，０００円、一般

大豆の取引に係るものにあっては２５円、小豆

の取引に係るものにあっては８０円、とうもろ

こしの取引に係るものにあっては５０円を乗じ

て得た額をいう。）の合計額から、顧客の委託に

基づく国債証券先物取引の相場の変動に基づく

損失に相当する額（当該顧客の委託に基づく未

決済約定について、当該未決済約定に係る約定

値段と計算する日の清算値段との差損に１億円

の１００分の１（超長期国債標準物に係る現物
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ついて、当該未決済約定に係る約定値段と計算

する日の清算値段との差損に１億円の１００分

の１（超長期国債標準物に係る現物先物取引及

び現金決済先物取引にあっては１０万円）を乗

じて得た額をいう。）、顧客の委託に基づく金利

先物取引の相場の変動に基づく損失に相当する

額（当該顧客の委託に基づく未決済約定につい

て、当該未決済約定に係る約定数値と計算する

日の清算数値との差損に２５万円を乗じて得た

額をいう。）、顧客の委託に基づく指数先物取引

の相場の変動に基づく損失に相当する額（当該

顧客の委託に基づく未決済約定について、当該

未決済約定に係る約定数値と計算する日に終了

する取引日の清算数値との差損に業務規程第２

９条第２号に規定する取引単位を取引対象指数

の数値で除して得た額を乗じて得た額をいう。）

及び顧客の委託に基づく商品先物取引の相場の

変動に基づく損失に相当する額（当該顧客の委

託に基づく未決済約定について、当該未決済約

定に係る約定数値と計算する日に終了する取引

日の清算数値との差損に金の現物先物取引に係

るものにあっては１，０００円、白金の現物先

物取引及びパラジウムの取引に係るものにあっ

ては５００円、銀の取引に係るものにあっては

１万円、金の限月現金決済先物取引、金の限日

現金決済先物取引、白金の限月現金決済先物取

引、白金の限日現金決済先物取引及び上海天然

ゴムの限月現金決済先物取引に係るものにあっ

ては１００円、ＲＳＳ３号及びＴＳＲ２０番の

取引に係るものにあっては５，０００円、一般

大豆の取引に係るものにあっては２５円、小豆

の取引に係るものにあっては８０円、とうもろ

こしの取引に係るものにあっては５０円を乗じ

て得た額をいう。）の合計額並びに第３６条の規

定により払出しを行った場合の当該払出額の合

計額を差し引いて得た損益額とする。この場合

における約定値段及び約定数値には､法第４５

条の規定により顧客に契約締結時交付書面の交

付を要しない場合又は金融商品取引業等に関す

る内閣府令第１０８条第７項の規定により取引

残高報告書に平均単価を記載することができる

場合には､本所が定めるところにより､平均単価

を用いることができる｡ 

先物取引及び現金決済先物取引にあっては１０

万円）を乗じて得た額をいう。）、顧客の委託に

基づく金利先物取引の相場の変動に基づく損失

に相当する額（当該顧客の委託に基づく未決済

約定について、当該未決済約定に係る約定数値

と計算する日の清算数値との差損に２５万円を

乗じて得た額をいう。）、顧客の委託に基づく指

数先物取引の相場の変動に基づく損失に相当す

る額（当該顧客の委託に基づく未決済約定につ

いて、当該未決済約定に係る約定数値と計算す

る日に終了する取引日の清算数値との差損に業

務規程第２９条第２号に規定する取引単位を取

引対象指数の数値で除して得た額を乗じて得た

額をいう。）及び顧客の委託に基づく商品先物取

引の相場の変動に基づく損失に相当する額（当

該顧客の委託に基づく未決済約定について、当

該未決済約定に係る約定数値と計算する日に終

了する取引日の清算数値との差損に金の現物先

物取引に係るものにあっては１，０００円、白

金の現物先物取引及びパラジウムの取引に係る

ものにあっては５００円、銀の取引に係るもの

にあっては１万円、金の限月現金決済先物取引、

金の限日現金決済先物取引、白金の限月現金決

済先物取引、白金の限日現金決済先物取引に係

るものにあっては１００円、ＲＳＳ３号及びＴ

ＳＲ２０番の取引に係るものにあっては５，０

００円、一般大豆の取引に係るものにあっては

２５円、小豆の取引に係るものにあっては８０

円、とうもろこしの取引に係るものにあっては

５０円を乗じて得た額をいう。）の合計額並びに

第３６条の規定により払出しを行った場合の当

該払出額の合計額を差し引いて得た損益額とす

る。この場合における約定値段及び約定数値に

は､法第４５条の規定により顧客に契約締結時

交付書面の交付を要しない場合又は金融商品取

引業等に関する内閣府令第１０８条第７項の規

定により取引残高報告書に平均単価を記載する

ことができる場合には､本所が定めるところに

より､平均単価を用いることができる｡ 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和７年５月２６日から施

行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、この改正規定は、

売買システムの稼働に支障が生じた場合その他
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やむを得ない事由により、令和７年５月２６日

から施行することが適当でないと本所が認める

場合には、同日後の本所が定める日から施行す

る。 
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業務規程施行規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（呼値の制限値幅） 

第１６条 （略） 

（呼値の制限値幅） 

第１６条 （略） 

２ 前項に規定する制限値幅は、次の各号に掲

げる市場デリバティブ取引の区分に従い、当

該各号に定める数値とする。 

２ 前項に規定する制限値幅は、次の各号に掲

げる市場デリバティブ取引の区分に従い、当

該各号に定める数値とする。 

（１）～（２） （略） （１）～（２） （略） 

（２）の２ 商品先物取引 （２）の２ 商品先物取引 

ａ （略） ａ （略） 

ｂ ゴム市場 ｂ ゴム市場 

（ａ）・（ｂ） （略） （ａ）・（ｂ） （略）  

（ｃ） 上海天然ゴムに係る限月現金決

済先物取引 

基準値段に１００分の１０を乗じて

得た数値とする。 

（新設） 

 

ｃ （略） ｃ （略） 

（３）～（５） （略） （３）～（５） （略） 

３・４ （略）  ３・４ （略）  

５ 第１項から第３項までに規定する基準値段

は、次の各号に掲げる市場デリバティブ取引

の区分ごとに、当該各号に定める値段とす

る。 

５ 第１項から第３項までに規定する基準値段

は、次の各号に掲げる市場デリバティブ取引

の区分ごとに、当該各号に定める値段とす

る。 

（１）～（２） （略） （１）～（２） （略） 

（２）の２ 商品先物取引 （２）の２ 商品先物取引 

ａ 現物先物取引及び上海天然ゴムに係る

限月現金決済先物取引 

前取引日の当該限月取引の清算値段（ク

リアリング機構が商品先物取引の清算値

段として定める値段をいう。以下このａ及

び第２２条の２において同じ。）とする。

ただし、前取引日に当該限月取引の清算値

段がない場合は、当該限月取引の直前に取

引最終日を迎える限月取引の清算値段と

する。 

ａ 現物先物取引 

 

前取引日の当該限月取引の清算値段（ク

リアリング機構が商品先物取引の清算値

段として定める値段をいう。以下このａ及

び第２２条の２において同じ。）とする。

ただし、前取引日に当該限月取引の清算値

段がない場合は、当該限月取引の直前に取

引最終日を迎える限月取引の清算値段と

する。 

ｂ 限月現金決済先物取引（上海天然ゴム

に係る限月現金決済先物取引を除く。） 

当該限月取引と取引最終日の属する月

を同一とする当該限月現金決済先物取引

の取引対象とする現物先物取引の価格に

係る限月取引に係る基準値段と同一とす

る。 

ｂ 限月現金決済先物取引 

 

当該限月取引と取引最終日の属する月

を同一とする当該限月現金決済先物取引

の取引対象とする現物先物取引の価格に

係る限月取引に係る基準値段と同一とす

る。 

（３）～（５）の２ （略） （３）～（５）の２ （略） 

６ （略） ６ （略） 

  

（取引の一時中断） 

第２０条 （略） 

（取引の一時中断） 

第２０条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 



 

- 13 - 

 

４ 規程第３３条第６項に規定する本所が定め

る値幅は、次の各号に掲げる市場デリバティ

ブ取引の区分に従い、当該各号に定めるとこ

ろによる。ただし、取引状況等を勘案して本

所が必要と認める場合には、本所がその都度

定める値幅とする。 

４ 規程第３３条第６項に規定する本所が定め

る値幅は、次の各号に掲げる市場デリバティ

ブ取引の区分に従い、当該各号に定めるとこ

ろによる。ただし、取引状況等を勘案して本

所が必要と認める場合には、本所がその都度

定める値幅とする。 

（１）・（１）の２ （略） （１）・（１）の２ （略） 

（２） 指数先物取引 （２） 指数先物取引 

ａ 日経平均、東証株価指数、日経インデ

ックス４００、ＪＰＸプライム１５０指

数、東証グロース市場２５０指数、ＲＮ

Ｐ指数、ＴＯＰＩＸ Ｃｏｒｅ３０、東

証銀行業株価指数､東証ＲＥＩＴ指数､Ｓ

＆Ｐ／ＪＰＸ ５００ ＥＳＧスコア･テ

ィルト指数（傾斜０．５）､ＦＴＳＥ Ｊ

ＰＸネットゼロ５００インデックス及び

日経気候変動指数 

規程第３３条第６項に規定する基準値

段（以下この号、次号及び第５号におい

て単に「基準値段」という。）に１０００

分の８を乗じて得た数値とする。 

ａ 日経平均、東証株価指数、日経インデ

ックス４００、ＪＰＸプライム１５０指

数、東証グロース市場２５０指数、ＲＮ

Ｐ指数、ＴＯＰＩＸ Ｃｏｒｅ３０、東

証銀行業株価指数､東証ＲＥＩＴ指数､Ｓ

＆Ｐ／ＪＰＸ ５００ ＥＳＧスコア･テ

ィルト指数（傾斜０．５）､ＦＴＳＥ Ｊ

ＰＸネットゼロ５００インデックス及び

日経気候変動指数 

規程第３３条第６項に規定する基準値

段（以下この号及び第５号において単に

「基準値段」という。）に１０００分の８

を乗じて得た数値とする。 

（２）の２ 商品先物取引 （２）の２ 商品先物取引 

ａ～ｅ （略） ａ～ｅ （略） 

ｆ 上海天然ゴムに係る限月現金決済先物

取引 

基準値段に１００分の１を乗じて得た

数値とする。 

（新設） 

ｇ （略） ｆ （略） 

ｈ （略） ｇ （略） 

ｉ （略） ｈ （略） 

（３）～（５）の２ （略） （３）～（５）の２ （略） 

５・６ （略） ５・６ （略） 

  

（商品先物取引に係る限月現金決済先物取引

における最終清算数値及び商品先物オプシ

ョン取引に係るオプション清算数値） 

第２２条の２ 規程第３６条の１６第１項第１

号及び第４０条第４項に規定する本所が定め

る値段は、次の各号に掲げる場合の区分に従

い、当該各号に定める値段とする。 

（商品先物取引に係る限月現金決済先物取引

における最終清算数値及び商品先物オプシ

ョン取引に係るオプション清算数値） 

第２２条の２ 規程第３６条の１６及び第４０

条第４項に規定する本所が定める値段は、次

の各号に掲げる場合の区分に従い、当該各号

に定める値段とする。 

（１） 限月現金決済先物取引（上海天然ゴ

ムに係る限月現金決済先物取引を除く。以

下この条において同じ。）の限月取引と取

引最終日の属する月を同一とする取引対象

の現物先物取引の限月取引及び商品先物オ

プション取引の限月取引と権利行使日にお

ける限月を同一とする取引対象の現物先物

取引の限月取引について、当該取引最終日

の翌取引日の日中立会において約定値段が

ない場合で、かつ、当該取引日の夜間立会

において約定値段がある場合 

（１） 限月現金決済先物取引の限月取引と

取引最終日の属する月を同一とする取引対

象の現物先物取引の限月取引及び商品先物

オプション取引の限月取引と権利行使日に

おける限月を同一とする取引対象の現物先

物取引の限月取引について、当該取引最終

日の翌取引日の日中立会において約定値段

がない場合で、かつ、当該取引日の夜間立

会において約定値段がある場合 
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当該取引日の夜間立会における当該現物

先物取引の限月取引の直近の約定値段 

当該取引日の夜間立会における当該現物

先物取引の限月取引の直近の約定値段 

（２） （略） （２） （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和７年５月２６日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、この改正規定

は、売買システムの稼働に支障が生じた場合

その他やむを得ない事由により、令和７年５

月２６日から施行することが適当でないと本

所が認める場合には、同日後の本所が定める

日から施行する。 
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取引参加者料金等に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（取引参加者料金） 

第２条 （略）  

（取引参加者料金） 

第２条 （略）  

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ ギブアップ負担金は、清算執行取引参加者

（業務規程第４２条第２項に規定する清算執

行取引参加者をいう。）が納入するものとし、

その額は、同項の規定により成立したギブアッ

プに係る売付け又は買付けの数量に、次の各号

に掲げる取引の区分に応じて、当該各号に定め

る金額を乗じた額とする。 

５ ギブアップ負担金は、清算執行取引参加者

（業務規程第４２条第２項に規定する清算執

行取引参加者をいう。）が納入するものとし、

その額は、同項の規定により成立したギブアッ

プに係る売付け又は買付けの数量に、次の各号

に掲げる取引の区分に応じて、当該各号に定め

る金額を乗じた額とする。 

（１）～（２） （略） （１）～（２） （略） 

（２）の２ 商品先物取引 

次のａ及びｂに掲げる商品先物取引の区

分に従い、当該ａ及びｂに定める金額とす

る。 

（２）の２ 商品先物取引 

次のａ及びｂに掲げる商品先物取引の区

分に従い、当該ａ及びｂに定める金額とす

る。 

ａ 現物先物取引及び上海天然ゴムに係る

限月現金決済先物取引 ５円 

ａ 現物先物取引 ５円 

ｂ 限月現金決済先物取引（上海天然ゴム

に係る限月現金決済先物取引を除く。）及

び限日現金決済先物取引 ２円 

ｂ 限月現金決済先物取引及び限日現金決

済先物取引 ２円 

（３）～（６） （略） （３）～（６） （略） 

６ 取消料は、過誤のある注文により市場デリバ

ティブ取引が成立した場合において、業務規程

第２５条第１項（Ｊ－ＮＥＴ市場に関する業務

規程及び受託契約準則の特例第１０条第１項

において準用する場合を含む。）又は取引所外

国為替証拠金取引に関する業務規程及び受託

契約準則の特例（以下「取引所ＦＸ取引特例」

という。）第１５条第１項の規定に基づき、市

場デリバティブ取引の取消しが行われたとき

に、当該過誤のある注文を発注した取引参加者

が納入するものとし、その額は、取り消された

取引（過誤のある注文により成立した取引に限

る。）に係る取引手数料の算出の基準に、次の

各号に掲げる取引の区分に応じて、当該各号に

定める率又は金額を乗じて算出した額とする。

ただし、当該額が１０万円を下回る場合は、１

０万円とする。 

６ 取消料は、過誤のある注文により市場デリバ

ティブ取引が成立した場合において、業務規程

第２５条第１項（Ｊ－ＮＥＴ市場に関する業務

規程及び受託契約準則の特例第１０条第１項

において準用する場合を含む。）又は取引所外

国為替証拠金取引に関する業務規程及び受託

契約準則の特例（以下「取引所ＦＸ取引特例」

という。）第１５条第１項の規定に基づき、市

場デリバティブ取引の取消しが行われたとき

に、当該過誤のある注文を発注した取引参加者

が納入するものとし、その額は、取り消された

取引（過誤のある注文により成立した取引に限

る。）に係る取引手数料の算出の基準に、次の

各号に掲げる取引の区分に応じて、当該各号に

定める率又は金額を乗じて算出した額とする。

ただし、当該額が１０万円を下回る場合は、１

０万円とする。 

（１）～（２） （略） （１）～（２） （略） 

（２）の２ 商品先物取引 

次のａからｃまでに掲げる商品先物取引

の区分に従い、当該ａからｃまでに定める金

額とする。 

（２）の２ 商品先物取引 

次のａからｃまでに掲げる商品先物取引

の区分に従い、当該ａからｃまでに定める金

額とする。 

ａ 現物先物取引及び上海天然ゴムに係る

限月現金決済先物取引 ５９円 

ａ 現物先物取引 ５９円 

ｂ 限月現金決済先物取引（上海天然ゴム

に係る限月現金決済先物取引を除く。） 

５円 

ｂ 限月現金決済先物取引 ５円 
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ｃ （略） ｃ （略） 

（３）～（６） （略） （３）～（６） （略） 

７～９ （略） ７～９ （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和７年５月２６日から施

行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、この改正規定は、

売買システムの稼働に支障が生じた場合その

他やむを得ない事由により、令和７年５月２６

日から施行することが適当でないと本所が認

める場合には、同日後の本所が定める日から施

行する。 

 

  

別表１ 

取引手数料の算出の基準及び取引手数料率等 

取引手数料の算出の基準及び取引手数料率等

は、次のとおりとする。 

別表１ 

取引手数料の算出の基準及び取引手数料率等 

取引手数料の算出の基準及び取引手数料率等

は、次のとおりとする。 

 

取引の区分 取引対象の区分 

算

出

の

基

準 

取引

手数

料率

等 

（略） 

商品先物取引

（現物先物取引

及び上海天然ゴ

ムに係る限月現

金決済先物取引

に限る。） 

金、銀、白金、パ

ラジウム、ゴム

（ＲＳＳ、ＴＳＲ

及び上海天然ゴ

ム）、とうもろこ

し、一般大豆及び

小豆 

取

引

数

量 

売付

け又

は買

付け

ごと

に  

１取

引単

位に

つき  

５９

円 

商品先物取引

（限月現金決済

先物取引（上海

天然ゴムに係る

限月現金決済先

物取引を除く。）

に限る。） 

金及び白金 

取

引

数

量 

売付

け又

は買

付け

ごと

に  

１取

引単

位に

つき  

５円 

（略） 
 

 

取引の区分 取引対象の区分 

算

出

の

基

準 

取引

手数

料率

等 

（略） 

商品先物取引

（限月現金決済

先物取引及び限

日現金決済先物

取引を除く。） 

金、銀、白金、パ

ラジウム、ゴム

（ＲＳＳ、ＴＳ

Ｒ）、とうもろこ

し、一般大豆及び

小豆 

取

引

数

量 

売付

け又

は買

付け

ごと

に  

１取

引単

位に

つき  

５９

円 

商品先物取引

（限月現金決済

先物取引に限

る。） 

金及び白金 

取

引

数

量 

売付

け又

は買

付け

ごと

に  

１取

引単

位に

つき  

５円 

（略） 
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Ｊ－ＮＥＴ市場に関する業務規程及び受託契約準則の特例の施行規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（Ｊ－ＮＥＴ取引の値段） 

第３条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第３条第３項に規

定する本所が定める値段は、次の各号に掲げ

る市場デリバティブ取引の区分に従い、当該

各号に定めるところによる。 

（Ｊ－ＮＥＴ取引の値段） 

第３条 Ｊ－ＮＥＴ市場特例第３条第３項に規

定する本所が定める値段は、次の各号に掲げ

る市場デリバティブ取引の区分に従い、当該

各号に定めるところによる。 

（１）～（２） （略） （１）～（２） （略） 

（２）の２ 商品先物取引 

次のａからｃまでに掲げる市場の区分に

従い､当該ａからｃまでに定める値段とす

る｡ただし､先物取引に係るＪ－ＮＥＴ取引

の基準値段から立会における呼値の制限値

幅の基準値段に１００分の３２を乗じて算

出した数値を減じて得た値段（当該値段が

ａからｃまでに定める単位未満の場合にあ

っては､当該ａからｃまでに定める単位の値

段とする｡）から､当該立会における呼値の

制限値幅の基準値段に１００分の３２を乗

じて算出した数値を当該先物取引に係るＪ

－ＮＥＴ取引の基準値段に加えて得た値段

までの範囲内の値段に限る｡ 

（２）の２ 商品先物取引 

次のａからｃまでに掲げる市場の区分に

従い､当該ａからｃまでに定める値段とす

る｡ただし､先物取引に係るＪ－ＮＥＴ取引

の基準値段から立会における呼値の制限値

幅の基準値段に１００分の３２を乗じて算

出した数値を減じて得た値段（当該値段が

ａからｃまでに定める単位未満の場合にあ

っては､当該ａからｃまでに定める単位の値

段とする｡）から､当該立会における呼値の

制限値幅の基準値段に１００分の３２を乗

じて算出した数値を当該先物取引に係るＪ

－ＮＥＴ取引の基準値段に加えて得た値段

までの範囲内の値段に限る｡ 

ａ （略） ａ （略） 

ｂ ゴム市場 

ＲＳＳ及びＴＳＲに係る現物先物取引

並びに上海天然ゴムに係る限月現金決済

先物取引 

１円の１０００分の１の整数倍の値段 

ｂ ゴム市場 

ＲＳＳ及びＴＳＲに係る現物先物取引 

 

 

１円の１０００分の１の整数倍の値段 

ｃ （略） ｃ （略） 

（３）～（６） （略）  （３）～（６） （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和７年５月２６日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、この改正規定

は、売買システムの稼働に支障が生じた場合

その他やむを得ない事由により、令和７年５

月２６日から施行することが適当でないと本

所が認める場合には、同日後の本所が定める

日から施行する。 

 

 

 

 


